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株・投信
今が買い

NISA（少額投資非課税制度）のスタ
ートから1年半が経過した。金融庁が

発表した最新のNISA利用状況の統計によ
れば、2015年3月末までの1年3カ月間に
NISA口座を経由した投資総額は4.4兆円に
達した。15年1〜3月だけで見ると1.4兆円
の買い付けで前年同期比43%増となって
おり、NISA利用の動きが広がっているよ
うだ。
　NISAの制度について確認すると、各年1
月1日時点で20歳以上の国内居住者などが
開設できる口座で、適用期間は14年から
23年までの10年間、各年の投資で最長5
年間の株式や投資信託にかかる値上がり益
や配当金が非課税となるというものだ。毎
年100万円ずつ非課税投資枠の設定ができ
るが、16年からは120万円に増額される
ことが決まっている。
　さらに、16年4月からは20歳未満向け
の非課税口座であるジュニアNISAもスタ
ートする予定だ。ジュニアNISAはゼロ歳
からの口座開設が可能で、18歳までの引
き出しが制限されていることを勘案する
と、5年どころではなく、10年単位で有望
な投資商品を選んでいく必要がある。

過度な分配をする投信は避ける

　それでは、NISA口座にはどういった商
品が適しているのだろうか。
　表を見ると、NISA口座における買い付
けは、上場株式と投資信託が主流になって
いることが分かる。15年3月までの累計買
い付け額では、上場株式が31.7%に当た
る1.4兆円、投資信託が66.1%に当たる
2.9兆円である。ある程度の投資経験があ
り、ハイリターンを狙う投資家は上場株式
に投資するケースが多いようだ。個別株式
の場合、数倍に値上がりするケースもある
ため、節税金額を最大化するために有効な
手段と言える。

　ただし、ハイリターンの裏返しとして、
大きく値下がりするケースも想定しておく
必要がある。NISA口座での損失は、一般
口座（課税口座）の利益と損益通算ができ
ないうえ、5年間のどこで株価のピークが
来るのかを見極めるのは容易ではない。各
年の投資枠はいったん売却すると再利用で
きない点も、個別株投資の売買タイミング
を難しくする要因と言える。
　そのようなタイミングを気にすることな
くNISA口座を活用したい場合は、投信が
望ましい選択肢と考えられる。投信は長期
投資の器として適していると言われるが、
NISA制度の中ではそのメリットがより理
解しやすい。5年間という長期の投資にお
いては、株式が有利な局面、債券が有利な
局面は時期によって異なることから、アセ

ットアロケーション（資産配分）を調整す
るタイプの投信がNISA口座に向くとされ
る。
　また、より高いリターンを狙って株式の
みを投資対象とした投信を選ぶ際にも、フ
ァンドの中で割高なものを売却し、割安な
ものを購入してくれることで、売買タイミ
ングの判断を任せることもできる。さらに、
一度にまとまった金額の投資が難しい資産
形成層にとっては、1万円ずつ毎月積み立
てるといったことも投信では可能になる。
　ただし、NISAの対象となる株式投信は、
いつでも購入可能な追加型だけでも5000
本を超えており、その選択は容易ではない。
投資対象はさまざまであり、個々のリスク
許容度に応じて選択すべきだが、NISA口
座の有効活用という点で、過度な分配をし
ないものを選ぶことはどんな投資家にも必
要な視点と言えるだろう。
　また、長期での投資を考えた場合、コス
ト（手数料や信託報酬）の違いが及ぼす影
響が大きくなることにも注意が必要だ。
NISAが手本とした英国のISAでは、投資
家の約8割が投資信託を活用している。日
本の投資信託の比率を見ると、まだまだ投
資初心者の参加が進んでいないと考えられ
るが、多くの人が貴重な非課税枠をきっか
けに資産形成をスタートすることが期待さ
れる。

NISA口座

買付実績は投信6割超、株3割
資産配分を調整する投信が向く
NISA口座をうまく活用するには、どのような投資商品が良いのか。
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NISA口座における商品別の累計買い付け額� （億円）

2014年3月末 14年6月末 14年12月末 15年3月末 比率（%）

総額 10,034 15,631 29,770 44,110 100.0

上場株式 3,645 4,949 9,706 13,984 31.7

投資信託 6,212 10,396 19,440 29,154 66.1

ETF（上場投信） 91 140 343 563 1.3

REIT（上場不動産投信） 86 146 281 409 0.9

（出所）金融庁資料を基にドイチェ･アセット･マネジメント作成
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